[bookmark: _cyweizpbwsry]電話代行サービス契約書

　　　　　　　　　　　　　（以下「甲」という。）と、　　　　　　　　　　　　　（以下「乙」という。）は、乙が甲に提供する電話代行サービスについて、次のとおり電話代行サービス契約（以下「本契約」という。）を締結する。

[bookmark: _ms1waokc3st7]第1条（目的）
本契約は、甲宛ての電話について乙が甲に代わって応答し、用件の聴取、伝言、連絡その他の電話対応業務を行うサービスに関し、その業務内容、利用条件、料金、情報管理、責任範囲その他必要な事項を定めることを目的とする。

[bookmark: _q3o8mmez1y6c]第2条（サービス内容）
1. 乙は、甲から委託を受け、次に掲げる業務のうち甲乙間で合意した業務（以下「本サービス」という。）を提供する。
(1) 甲宛ての電話の受電及び応答
(2) 発信者の氏名、会社名、連絡先その他必要事項の確認
(3) 発信者からの用件の聴取及び記録
(4) 電話内容及び伝言内容の甲への報告
(5) 甲があらかじめ指定した応答方法に基づく案内
(6) 緊急性その他の条件に応じた甲への連絡
(7) その他甲乙間で別途合意した電話対応業務
2. 本サービスの具体的な内容は、次のとおりとする。
	項目
	内容

	対応電話番号
	

	対応曜日
	□ 月　□ 火　□ 水　□ 木　□ 金　□ 土　□ 日　□ 祝日

	対応時間
	時　　　分 ～ 　　　　時　　　分

	対応業務
	□ 受電　□ 伝言受付　□ 問合せ対応　□ 予約受付　□ その他（　　　　　　）

	報告方法
	□ メール　□ チャット　□ 電話　□ その他（　　　　　　）

	報告先
	

	その他
	



[bookmark: _d4835dg3f2do]第3条（応答方法）
1. 乙は、甲があらかじめ指定した会社名、屋号、担当者名、応答文言、案内事項その他の情報に基づき、本サービスを提供する。
2. 甲は、乙が本サービスを適切に提供するために必要となる情報、資料及び指示事項を、正確かつ最新の状態で乙に提供するものとする。
3. 乙は、甲から提供された情報のみでは適切な回答が困難な事項について、独自の判断による回答を行わず、原則として伝言を受け付け、甲に報告するものとする。
4. 応答内容又は対応方法の変更を希望する場合、甲は乙に対してあらかじめ変更内容を通知するものとする。

[bookmark: _gsgv3nj62lhn]第4条（サービス提供時間）
1. 本サービスの提供曜日及び提供時間は、前条その他甲乙間で別途合意した内容による。
2. 乙の営業時間外、休業日、設備保守時間その他あらかじめ定めた時間帯については、本サービスの対象外とすることができる。
3. 甲が通常のサービス提供時間外における対応を希望する場合、甲乙協議のうえ、対応の可否、追加料金その他の条件を別途定める。

[bookmark: _dzkdhklymrop]第5条（伝言及び報告）
1. 乙は、受電した内容について、甲乙間で定めた方法により甲に報告する。
2. 乙が記録及び報告する事項は、原則として、発信者名、会社名、電話番号、受電日時、用件その他甲乙間で定めた事項とする。
3. 緊急連絡の対象となる用件及びその連絡方法については、甲があらかじめ指定するものとする。
4. 甲の通信環境、登録情報の誤りその他乙の責めに帰することのできない事由により報告が到達しなかった場合、乙はその責任を負わない。ただし、乙に故意又は過失がある場合はこの限りでない。
[bookmark: _xbnsng7y9ydy]第6条（転送及び取次ぎ）
1. 本サービスに電話転送又は担当者への取次ぎが含まれる場合、乙は甲が指定する条件及び方法に従ってこれを行う。
2. 転送先が応答しない場合、通信障害その他の理由により転送できない場合、乙は伝言受付その他甲乙間で定めた方法により対応する。
3. 電話転送、通話その他に別途通信料金が発生する場合、その負担については甲乙間で別途定める。

[bookmark: _vvmjgkkmv8p9]第7条（甲の協力義務）
1. 甲は、本サービスの提供に必要な電話番号、担当者情報、連絡先、営業時間、商品又はサービスに関する情報その他必要な情報を乙に提供する。
2. 前項の情報に変更が生じた場合、甲は速やかに乙に通知する。
3. 甲が必要な情報を提供しなかったこと又は誤った情報を提供したことにより、本サービスの提供に支障又は損害が生じた場合、乙は自己の責めに帰すべき事由がある場合を除き、その責任を負わない。

[bookmark: _2ewyt7sbqn7u]第8条（利用料金）
1. 甲は、本サービスの対価として、乙に対し次の料金を支払う。
	項目
	金額・条件

	初期費用
	金　　　　　　　　　円（税込）

	月額基本料金
	金　　　　　　　　　円（税込）

	基本料金内受電件数
	月　　　　　　　　件まで

	超過料金
	1件につき金　　　　　　　　円（税込）

	オプション料金
	金　　　　　　　　　円（税込）

	支払方法
	□ 銀行振込　□ クレジットカード　□ その他（　　　　　　）

	支払期限
	毎月　　　　日

	その他
	


2. 
振込手数料その他支払に必要となる費用は、別段の合意がない限り甲の負担とする。
3. 契約内容の変更、受電件数の増加、対応時間の追加その他本サービスの利用条件に変更が生じた場合、甲乙協議のうえ料金を変更することができる。

[bookmark: _t0wkpysidzbh]第9条（禁止事項）
甲は、本サービスの利用にあたり、次の各号に掲げる行為をしてはならない。
(1) 法令又は公序良俗に違反する事業のために本サービスを利用する行為
(2) 詐欺、違法な勧誘その他犯罪行為に関連して利用する行為
(3) 乙又は第三者の権利又は利益を侵害する行為
(4) 乙の従業員又はオペレーターに対し、違法又は不適切な対応を指示する行為
(5) 虚偽又は誤解を招く情報を乙に提供する行為
(6) 本サービスの運営又は通信設備等に過度な負担を与える行為
(7) その他本契約の目的に照らして著しく不適切な行為

[bookmark: _bvd8ud5eikez]第10条（個人情報の取扱い）
1. 乙は、本サービスの提供に伴い取得する氏名、電話番号、メールアドレスその他個人を識別することができる情報について、個人情報の保護に関する法律その他関係法令を遵守し、適切に取り扱うものとする。
2. 乙は、取得した個人情報を、本サービスの提供、甲への報告その他本契約の履行に必要な範囲を超えて利用してはならない。
3. 乙は、個人情報への不正アクセス、漏えい、滅失又は毀損を防止するため、合理的な安全管理措置を講じるものとする。
4. 個人情報の漏えいその他の事故が発生した場合、乙は必要な調査及び対応を行い、甲への報告が必要と認められる場合には速やかに甲に報告する。

[bookmark: _qbxkyxqxwnrf]第11条（秘密保持）
1. 甲及び乙は、本契約又は本サービスの提供に関連して相手方から開示された営業上、技術上、顧客上その他業務上の非公開情報を、相手方の事前の承諾なく第三者に開示又は漏えいしてはならない。
2. 乙は、受電により知り得た甲の顧客、取引先、従業員その他第三者に関する情報についても、適切に管理するものとする。
3. 次の各号に該当する情報については、前2項を適用しない。
(1) 開示を受けた時点ですでに公知であった情報
(2) 開示後、自己の責めによらず公知となった情報
(3) 開示を受ける以前から適法に保有していた情報
(4) 正当な権限を有する第三者から秘密保持義務を負わず適法に取得した情報
(5) 法令又は裁判所その他公的機関の命令により開示を求められた情報
4. 本条の義務は、本契約終了後も合理的に必要な期間存続するものとする。

[bookmark: _1u7xdsfkym32]第12条（再委託）
1. 乙は、本サービスの全部又は一部を第三者に再委託する場合、本サービスの適切な提供及び情報管理に必要な措置を講じるものとする。
2. 乙は、再委託先に対し、本契約に基づき乙が負う秘密保持義務及び個人情報保護義務と同等の義務を課すものとする。
3. 乙は、再委託先による業務の履行について、自己が本サービスを提供した場合と同様に甲に対して責任を負うものとする。

[bookmark: _plwnwmbfa4pr]第13条（通話録音）
1. 乙が本サービスの品質管理、事実確認、研修その他業務上必要な目的で通話を録音する場合、関係法令及び乙が定める情報管理基準に従い、適切に取り扱うものとする。
2. 録音データの保存期間、甲への提供の可否及び提供方法については、甲乙間で別途定めることができる。
3. 録音データの保存期間が終了した場合、乙は自己の管理基準に従い、当該データを削除又は廃棄することができる。

[bookmark: _ef9b7p7z976h]第14条（サービスの変更）
1. 甲が対応時間、応答内容、報告方法、対応件数その他本サービスの内容の変更を希望する場合、乙に対して事前に申し出るものとする。
2. 前項の変更により料金、業務量その他契約条件に影響が生じる場合、甲乙協議のうえ変更条件を定める。
3. 乙は、本サービスの品質維持、法令への対応その他合理的な理由がある場合、甲に事前に通知したうえで、本サービスの提供方法を変更することができる。

[bookmark: _6vc62a9ytdjk]第15条（サービスの中断）
1. 乙は、次の各号のいずれかに該当する場合、本サービスの全部又は一部を一時的に中断することができる。
(1) 電話設備、通信設備、システム等の保守、点検又は更新を行う場合
(2) 通信事業者等のサービスに障害が発生した場合
(3) 地震、台風、洪水、火災その他の災害が発生した場合
(4) 停電、通信障害、サイバー攻撃その他乙の合理的な管理を超える事由が発生した場合
(5) その他本サービスの提供を継続することが困難となった場合
2. 乙は、可能な限り事前に甲へ通知するものとする。ただし、緊急の場合は事後の通知とすることができる。

[bookmark: _3izroudssfhz]第16条（免責及び責任範囲）
1. 乙は、甲から提供された情報及び指示に従い、合理的な注意をもって本サービスを提供する。
2. 発信者の発言内容、氏名、電話番号その他発信者から提供された情報の真実性又は正確性について、乙は保証しない。
3. 乙は、電話対応を行うものであり、甲の商品若しくはサービスの販売成立、契約成立、予約成立、顧客獲得その他特定の成果を保証するものではない。
4. 通信事業者の障害、発信者側の通信環境、災害その他乙の責めに帰することのできない事由により本サービスを提供できなかった場合、乙はその責任を負わない。
5. 乙の責めに帰すべき事由により甲に損害が生じた場合の取扱いについては、その原因、損害の内容及び本サービスの利用状況を踏まえ、甲乙協議のうえ解決するものとする。

[bookmark: _wryhtfl7ry7r]第17条（契約期間）
1. 本契約の有効期間は、　　　　年　　　月　　　日から　　　　年　　　月　　　日までとする。
2. 契約期間満了日の　　　　日前までに甲又は乙から書面又は電磁的方法による更新拒絶の通知がない場合、本契約は同一条件で　　　　か月間更新されるものとし、以後も同様とする。

[bookmark: _mjyy8vyl2pbx]第18条（中途解約）
甲又は乙は、相手方に対し　　　　日前までに書面又は電磁的方法により通知することにより、本契約を中途解約することができる。ただし、最低利用期間、解約手数料その他の条件を別途定めた場合は、その定めに従う。

[bookmark: _1ddh4jjf80a5]第19条（契約解除）
甲又は乙は、相手方が次の各号のいずれかに該当した場合、相当の期間を定めて是正を求め、当該期間内に是正されないときは、本契約の全部又は一部を解除することができる。ただし、その違反が重大であり是正が困難な場合は、催告を要しない。
(1) 本契約に重大な違反をした場合
(2) 利用料金その他の債務の支払を怠った場合
(3) 差押え、仮差押え、競売その他これらに類する手続を受けた場合
(4) 破産手続、民事再生手続その他倒産手続の申立てがあった場合
(5) 事業を廃止し、又は事業継続が著しく困難となった場合
(6) 相手方との信頼関係を著しく損なう行為があった場合

[bookmark: _nbdha9ntch0a]第20条（反社会的勢力の排除）
1. 甲及び乙は、自ら並びにその役員及び実質的に経営を支配する者が、暴力団、暴力団員その他これらに準ずる反社会的勢力に該当しないことを表明し、保証する。
2. 甲又は乙は、相手方が前項に違反したことが判明した場合、何らの催告を要することなく本契約を解除することができる。
3. 前項による解除を受けた当事者は、解除により生じた損害について相手方に対して賠償を請求することができない。

[bookmark: _6koji2ed5f4]第21条（契約終了時の措置）
1. 本契約が終了した場合、乙は、甲から提供を受けた資料、データその他の情報について、甲乙間で定めた方法により返還、削除又は廃棄する。
2. 本契約終了後に甲宛ての電話が乙に着信する可能性がある場合、甲は電話転送設定その他必要な変更手続を行うものとする。
3. 契約終了時点で未払いの利用料金その他の債務がある場合、本契約の終了は当該債務の支払義務に影響を与えない。

[bookmark: _5xn3z3m2awxr]第22条（権利義務の譲渡禁止）
甲及び乙は、相手方の事前の書面による承諾なく、本契約上の地位又は本契約に基づく権利若しくは義務の全部若しくは一部を第三者に譲渡し、承継させ、又は担保に供してはならない。

[bookmark: _dv1finjbnv85]第23条（契約内容の変更）
本契約の内容を変更する場合、甲乙協議のうえ、書面又は電磁的方法により合意するものとする。

[bookmark: _r8qzu65qyxu]第24条（協議事項）
本契約に定めのない事項又は本契約の解釈について疑義が生じた場合、甲乙は誠意をもって協議し、その解決を図るものとする。

[bookmark: _p111nyu2mpf9]第25条（準拠法及び合意管轄）
1. 本契約は、日本法に準拠し、日本法に従って解釈される。
2. 本契約に関して訴訟の必要が生じた場合、　　　　　　　　　地方裁判所又は　　　　　　　　　簡易裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判所とする。

以上、本契約締結の証として、本書2通を作成し、甲乙署名又は記名押印のうえ各1通を保有する。なお、電磁的方法により本契約を締結する場合は、本契約の電磁的記録を作成し、甲乙が電子署名その他合意した方法により締結の意思を表示したうえで、それぞれ当該電磁的記録を保管する。

　　　　年　　　月　　　日

甲（利用者）
所在地：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

会社名・屋号：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

代表者名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

署名又は押印：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

乙（電話代行サービス提供者）
所在地：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

会社名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

代表者名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

署名又は押印：　　　

